
プラットフォーム経済における⾃主・共同規制のあり⽅

•従来の⾃主・共同規制は、国内の業界団体等におけるルール形
成を国家が後押しすることを前提としていたが、プラット
フォーム経済においては以下の点が重視される
• ⻑期的な官⺠関係に基づくインフォーマル要請の困難化

• 純粋な⾃主規制から（域外適⽤を含む）法に基づく共同規制への⽐重の移⾏
• 「業界団体」を前提としない⾃主・共同規制の前⾯化

• サービスごとの多様性に応じた⾮標準的な対応の必要性
• AI・データの活⽤拡⼤に伴うモニタリング⼿法⾼度化の必要性

• 専⾨的モニタリング組織の設置、外部監査義務等
• ⺠⺠間でのプラットフォーム事業者の圧倒的交渉⼒

• 特定の場合の政府のより強い介⼊の必要性
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プラットフォーム共同規制の例①：
「デジタル単⼀市場における著作権指令」17条
• 2019年5⽉成⽴。YouTube等のユーザー投稿型PFについて、権利者から

の著作権侵害通知を受けてから削除すればPF⾃⾝は責任を負わない
Notice & Takedown原則を転換し、PFに⼀定の能動的対応を求める
• PFが著作権侵害責任を免除されるためには、侵害コンテンツを検知・削

除するための「専⾨的注意義務の⾼度な業界標準（high industry 
standards of professional diligence）」に従った措置を実施する必要
• 当該標準の具体的内容に関しては、欧州委員会が主導するステイクホル

ダー対話によってガイダンスを策定する
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プラットフォーム共同規制の例②：
欧州委員会のフェイクニュース対策
• ケンブリッジ・アナリティカ事件に端を発する政治的フェイクニュースの

脅威を受け、2019年5⽉の欧州議会選挙に向け、欧州委員会が2018年4⽉
に対応⽅針の政策⽂書を策定
• それに基づきPF各社が採るべき対応の指針を⽰す⾏動規範（Code of 

Practice）を策定し、2018年10⽉にGoogle・Facebook・Twitter・
Mozilla（後にMicrosoftも参加）・広告業界7団体が署名、其々の具体的
取り組みについてのコミットメントを⽰す（次⾴）
• 2019年1⽉から5⽉まで署名各社から⽉次の取組レポートを提出。2019年

10⽉に1年間の総合レポートが提出され、それに基づき2020年初頭に欧州
委員会が総合評価レポートを公表、新たな規制の必要性等についての検討

• 2020年12⽉に公表された「デジタルサービス法」および「欧州⺠主主義
⾏動計画」において、よりフォーマルな共同規制への移⾏が⽰される
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総務省「プラットフォームサービスに関する研究会」2019年5⽉24⽇ 三菱総合研究所提出資料
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プラットフォーム共同規制の例③：
デジタルサービス法案（2020年12⽉提案）
• 特にEUの平均⽉間アクティブ利⽤者数が4,500万⼈以上の超⼤規模オンライン・プラッ
トフォームに対して、違法コンテンツ流布やプライバシー等の基本権への悪影響、フェ

イクニュース等のシステミック・リスクに関して、年1回以上のリスク評価やそれに応じ

た合理的・⽐例的・効果的措置の実施、外部監査やデータアクセス等を義務付け
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総務省「プラットフォームサービスに関する研究会」2021年3⽉17⽇ 三菱総合研究所提出資料



プラットフォーム共同規制の例④：
EU「オンライン媒介サービスのビジネスユーザーのための公正
性と透明性促進規則（P2B規則）」（2019年7⽉成⽴、2020年7⽉適⽤開始）

•オンラインショッピングモールやアプリストアなどのオンライン媒
介サービスを利⽤する中⼩企業のための、公正・透明かつ予⾒可能
性の⾼いビジネス環境創出と、効果的な救済措置提供が⽬的
• PF事業者が果たすべき透明性義務・救済措置を緩やかに定めつつ、
その実施状況モニタリングを強化する共同規制的アプローチ
• 契約条件の明確化や変更前の事前通知、ランキングや検索結果の決定パラ
メータ明⽰、データへのアクセス条件明⽰等の透明性義務
• ＋グーグル等検索エンジンサービスにも検索結果の決定パラメータ明⽰義務

• 紛争処理体制の整備、業界団体等による企業集団訴訟等の救済措置
• 欧州委員会と「プラットフォーム経済監視委員会」によるモニタリング

→2020年12⽉に提案された「デジタル市場法」により、⼀部規定はより直接規制的アプローチに移⾏予定
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プラットフォーム共同規制の例④：
P2B規則案策定時に検討されたオプション
（附属インパクトアセスメント⽂書より）

• オプション０：⾮介⼊
• オプション１：純粋な⾃主規制

• 透明性・救済は業界への要請に⽌め、モニタリングはPF経済監視委員会を設置
• オプション２：共同規制（透明性のカバー範囲や救済強度等に応じ2a~dの4種）
• オプション３：直接規制

• 透明性：透明性に関して詳細な記載事項・⽅法までを規則で定めると共に、(1)PF保有
データへの利⽤企業アクセス権を設定、(2)PFで得たデータのPF外利⽤を妨げる契約の禁
⽌、(3)MFN条項の禁⽌

• 救済：(1)内部苦情処理システムの詳細までを規則で定め、(2)規則違反に対し加盟国の当
局が罰則を課すことを規定（モニタリングはオプション２＝最終案と同様）

• オプション４：既存法の拡張
• 透明性：消費者保護指令である「不公正取引⾏為指令」及び「誤認惹起・⽐較広告指
令」の適⽤範囲をP2B関係にも拡張し、禁⽌⾏為リストにPFの特定⾏為を追加

• 救済・モニタリング：上記消費者保護指令の遵守監視とエンフォースメントの拡張
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⼩活：いくつかの論点
•⽴法時点における、⾃主規制・共同規制・直接規制等のオプ
ション精査
•⾃主規制や共同規制が常に最適な選択肢であるわけではなく、
問題状況の変化や、必要な規律の明確化に伴い、動的に介⼊強
度を変更することが前提
•当該規制の⽬的が達成されているか否かを評価するための、技
術的な観点を含めたモニタリング体制・⼿段の必要性
•多様な分野における⾃主・共同規制アプローチにおける、ベス
トプラクティス共有と政策⼿法洗練の必要性
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